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資料３



人口減少社会において行政サービスをどう維持するか

出所：「国土の中期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月、国土審議会政策部会長期展望委員会）
http://www.mlit.go.jp/common/000135837.pdf 2



行政デジタル化の方向

１．デジタルファースト
・紙を前提とした制度・業務・サービス設計から、デジタルを前提と
した制度・業務・サービス設計に。

２．モバイルファースト
・スマホやタブレット端末の普及に対応したサービスに。

３．クラウドファースト
・所有から利用へ。自前主義からの脱却。

４．小規模自治体ファースト
・予算や人的リソースが限られている小規模自治体でも導入・利用
可能な制度・業務・サービスに。
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行政デジタル化の阻害要因
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１．デジタルファースト
・相変わらず紙を前提とした制度・業務・サービスから抜け出せて
いない。エストニア政府は、機械ができることを人にさせてはいけ
ないとの明確な方針を打ち出している。

２．モバイルファースト
・紙やPCからの利用を前提としたオンラインサービスが多数残存。

３．クラウドファースト
・行政機関におけるクラウドサービス利用を抑制する各種要因。

４．小規模自治体ファースト
・小規模自治体では対応が困難な新制度の導入など。



民間におけるビジネス・サービスの新潮流
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https://smarthr.jp/



クラウド＋APIでつながるサービス
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APIエコノミーのイメージ
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社会インフラ維持管理・更新費の将来見通し
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新設改良費

更新費

維持管理費

災害復旧費

出所：「国土の中期展望」中間とりまとめ概要（平成23年2月、国土審議会政策部会長期展望委員会）
http://www.mlit.go.jp/common/000135837.pdf



公共施設マネジメントの重要性
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１．資産管理（資産台帳）
・公共施設等総合管理計画の策定及び統一的な基準による固定
資産台帳の整備。
・既存ストックの再活用や施設の集約化・広域連携等。

２．長期修繕計画
・長寿命化計画に基づく施設の点検・診断や集約化・複合化等。

３．日々の管理業務
・省エネ・リサイクル、コスト削減・効率化、事業継続、快適性、セ
キュリティなど → 包括的民間委託、ICT/IoTの有効活用など。

４．ファシリティマネジメント
・団体等が保有する資産を総合的に企画、管理、活用する経営活
動（日本ファシリティマネジメント協会の定義をもとに作成）。

出所：「公共施設マネジメントの一層の推進について」（平成28年11月7日、総務省自治財政局財務調査課長）などをもとに作成。
http://www.soumu.go.jp/main_content/000449253.pdf



不動産管理クラウドサービスの例 （プロパティデータバンク）

10http://www.propertydbk.com/service/pre_edition.html



不動産管理クラウドサービスの例 （IBM）

11https://www.ibm.com/jp-ja/marketplace/maximo/details#product-header-top



国の公共施設管理の課題
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１．情報の一元的把握
・公共施設に関する情報が一元的に把握できていない。

２．プロパティマネジメントの視点
・これまでは営繕的な視点での管理が主。
・今後は、施設の有効活用・統廃合などを考える上で、施設価値の
評価や経営的な視点も必要。

３．クラウドサービス活用・システム間連携
・情報システムは所有から利用へと主流が移行しつつある。
・異なるシステム間の情報連携や、IoTによるデータ収集・活用など
も今後、本格化する。これらへの対応が遅れているのではないか。



公共施設管理関係の調達上の課題
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１．公共施設管理に関するグランドデザイン
・国の施設全体の管理方法のグランドデザインがないまま、過去の
業務を継続して発注しているのではないか。

２．情報の一元的管理
・国の施設管理に関する情報の一元的管理の必要性の認識が低
く、個別施設管理関係業務発注の際、情報の一元的管理に関す
る仕様が抜けているのではないか。

３．プロパティマネジメント
・民間のノウハウを活用して国の施設を最大限に有効活用するた
めの施策が十分検討されていないのではないか。

４．クラウドサービス活用
・クラウドサービス活用を前提とした発注が進んでいないのではな
いか（詳細は次ページで）。



クラウドサービスを想定した調達の課題
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・2004年に独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が、「情報シス
テムに係る政府調達へのＳＬＡ導入ガイドライン」を策定している
が、その後、クラウドサービスの導入が進んでいるとは言いがたい。
年金機構の情報漏えい問題などを契機として、むしろ後退してい
るのではないか（SLA：Service Level Agreement＝サービス水準
などに関する合意）。

・セキュリティ確保は重要な課題であり、しっかり取り組むべきだが、
闇雲にクラウドサービス全体を敬遠している可能性がある。

・自己での情報システム保有を前提とした調達制度が継続されて
おり、クラウドサービス利用を前提とした調達に十分対応できてい
ないのではないか。

・まずはクラウドサービス利用に対する、行政職員の正しい理解と
意識改革を進める必要がある。



意見交換
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